
 

■診療報酬算定のための 

施設基準等の事務手引（平成26年4月版）  正誤 ・追補⑽  

平成27年９月  社会保険研究所 

本書の内容に誤りがありました。お詫びして訂正いたします。 

頁 該当箇所 誤 正 

162 
〔A101 療養病棟入院

基本料〕 

上から 

18行目 
看護職員 看護要員 

以下の告示、通知、事務連絡等により、本書の内容に一部改正、追加情報がありましたので追補いたします。 

○平成27年８月31日 厚生労働省告示第353号 特掲診療料の施設基準等の一部を改正する件 
○平成27年８月31日 厚生労働省告示第357号 国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する

法律の施行に伴う厚生労働省関係告示の整備に関する告示 
○平成27年６月30日 保医発0630第１号 掲示事項等告示の一部改正等について 
○平成27年７月31日 保医発0731第２号 「特定保険医療材料の材料価格算定に関する留意事項について」等の

一部改正について 
○平成27年８月24日 保医発0824 第５号 ブイフェンド錠50mg、同錠200mg、同200mg静注用及び同ドライシロ

ップ2800mgの効能・効果等の変更に伴う「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施
上の留意事項について」の一部改正について 

○平成27年８月31日 保医発0831第１号  使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部改正等について 
○平成27年６月30日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 疑義解釈資料の送付について（その14） 
○平成27年７月31日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 新たに設定された小児補助人工心臓の施設基準に係る

届出の取扱いについて 
○平成27年８月28日 厚生労働省保険局医療課事務連絡  妥結率の報告について 
○平成27年９月３日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 疑義解釈資料の送付について（その15） 
 

頁 該当箇所 改正前 改正後 

537 施設基準告示 

〔Ａ307 小児入院管理

料〕 

上から 

10行目 

保育士 保育士（国家戦略特別区域法（平

成25年法律第107号）第12条の４

第５項に規定する事業実施区域内

にある保険医療機関にあっては、

保育士又は当該事業実施区域に係

る国家戦略特別区域限定保育士） 

1418 診 療 報 酬 

留意事項通知 

〔調剤01 調剤料〕 

左段 

下から 

16行目 

及び注射用抗菌薬 、注射用抗菌薬、エダラボン製剤

及びアスホターゼ アルファ製剤 

1429 診 療 報 酬 

留意事項通知 
〔Ｂ001 ２ 特定薬剤

治療管理料〕 

右段 

上から 

６行目 

ス 重症又は難治性真菌感染症の

患者であってトリアゾール系抗

真菌剤を投与しているもの 

ス 重症又は難治性真菌感染症又

は造血幹細胞移植の患者であっ

てトリアゾール系抗真菌剤を投

与（造血幹細胞移植の患者にあ

っては、深在性真菌症の予防を

目的とするものに限る。）して

いるもの 

1459 施設基準告示 

〔Ｃ101 在宅自己注射

指導管理料、Ｃ151 注

入器加算、Ｃ152 間歇

注入シリンジポンプ加

算、Ｃ152-2 持続血糖

測定器加算、Ｃ153 注

入器用注射針加算〕 

右段 

上から 

５行目 

pH4処理酸性人免疫グロブリン

（皮下注射）製剤 

pH4処理酸性人免疫グロブリン

（皮下注射）製剤 

アスホターゼ アルファ製剤 

1498 各地方厚生（支）局・

都府県事務所等一覧 

石川 

事務所 

所在地 

〒920-0906 金沢市十間町５ 

あいおいニッセイ同和損保 

金沢ビル６階 

〒920-0024 金沢市西念３－４－１ 

金沢駅西合同庁舎７階 

 

- 1 -

http://www.shaho.co.jp/shaho/
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150831k353.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150831k357.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150831k357.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150630t1.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150731t2.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150731t2.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150824t5.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150824t5.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150824t5.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150831t1.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150630j1.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150731j3.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150731j3.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150828j1.pdf
http://www.shaho.co.jp/shaho/2014_sinryo/docs/150903j1.pdf


施設基準等の事務手引（平成 26 年 4 月版）  追補 ⑽  

 

_疑義解釈資料 

その14（平成27年６月30日・事務連絡） 

823頁 特掲診療料 【30】  在宅療養支援診療所〈C000 往診料〉 

問４ 保険医療機関の所在地と患家の所在地との距離が16キロメートルを超える往診又は訪問診療（以

下、「往診等」という。）については、当該保険医療機関からの往診等を必要とする絶対的な理由があ

る場合には認められることとされており（「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項

について」（平成26年３月５日保医発0305第３号））、具体的には、①患家の所在地から半径16キロメ

ートル以内に患家の求める診療に専門的に対応できる保険医療機関が存在しない場合、②患者の求め

る診療に専門的に対応できる保険医療機関が存在していても当該保険医療機関が往診等を行っていな

い場合などが考えられる（「疑義解釈資料の送付について（その７）」（平成19年４月20日付医療課事

務連絡））とされている。 

例えば、重症児の在宅医学管理時や、訪問型病児保育中に必要となった場合の小児科の診療など、

往診等に対応できる保険医療機関の確保が特に難しい専門的な診療を要する場合で、近隣に対応でき

る保険医療機関を患者が自ら見つけられず、往診等を依頼された保険医療機関側も、患者の近隣に対

応できる保険医療機関を実態上知らない場合は、「16キロメートルを超える往診等を必要とする絶対

的な理由」に含まれるか。 

答 ご指摘の事例は「絶対的な理由」に含まれる。 

なお、患者が特定施設や高齢者向け住宅等（以下、「施設等」という。）に居住する場合は、施設等

が、予め、往診等を行う協力医療機関を得るよう努めるべきであり、単に患者や保険医療機関が往診

等を行う他の保険医療機関を知らないことをもって絶対的な理由に該当するということはできないこ

とに留意が必要である。このような場合には、施設等又は往診等を行う保険医療機関が、施設等から

16キロメートル以内の保険医療機関に個別に、又は、当該地域の医師会に、往診等を行う保険医療機

関があるかを予め確認する必要がある。 

868頁 特掲診療料 【34】  Ｃ002 在宅時医学総合管理料 

Ｃ002-2 特定施設入居時等医学総合管理料 

問５ Ｃ002 在宅時医学総合管理料又はＣ002-2 特定施設入居時等医学総合管理料が算定されている月

において、Ｃ109 在宅寝たきり患者処置指導管理料は別に算定できないこととされているが、在宅寝

たきり患者処置指導管理料に含まれる処置（薬剤及び特定保険医療材料に係る費用を含む。）につい

ても、別に算定できないのか。 

答 算定できない。 

952頁 特掲診療料 【56】  Ｄ239-3 神経学的検査 

問７ Ｄ239-3 神経学的検査において、「一連のものとして実施された検査（眼振を検査した場合のＤ

250 平衡機能検査、眼底を検査した場合のＤ255 精密眼底検査等を指す。）については、所定点数に含

まれ、別に算定できない。」とあるが、例えば、「Ｄ239-3」と「Ｄ250」の「１」から「５」までとは

併算定ができないということか。 

答 神経学的検査としてＤ250 平衡機能検査に該当する眼振検査をした場合には算定できないが、神経

学的検査の結果特に必要と認め、神経学的検査に含まれない専門的な検査を行うなど、医学的見地か

ら一連ではないと判断可能な場合においてはその限りではない。 
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986頁 特掲診療料 【66】  Ｅ200 コンピューター断層撮影（CT撮影） 

Ｅ202 磁気共鳴コンピューター断層撮影（MRI撮影） 

問８ Ｇ001静脈内注射又はＧ004点滴注射は、Ｅ200コンピューター断層撮影（CT撮影）又はＥ202磁

気共鳴コンピューター断層撮影（MRI撮影）の「注３」造影剤使用加算に規定する加算とそれぞれ同時

に算定できるか。 

答 同一日に静脈内注射又は点滴注射により造影剤使用撮影を実施した場合においては、注射実施料

（Ｇ001 静脈内注射又はＧ004 点滴注射）又は造影剤使用加算のうち、主たるもののみを算定する。 

1075頁 特掲診療料 【73】  〈Ｈ004 摂食機能療法〉 

問９ Ｈ004 摂食機能療法の治療開始日から起算して３月以内の患者については、１日につき算定でき

ることとされているが、月の途中で３月を超えた場合は、その日までの月内算定回数にかかわらず、

３月を超えた日以降、当該月の月末日までに４回を限度として算定することができるのか。 

答 そのとおり。 

1090頁 特掲診療料 【76】  Ｈ007-2 がん患者リハビリテーション料 

問10 Ｈ007-2 がん患者リハビリテーション料の施設基準にある「適切な研修」の要件について、「リ

ハビリテーションに関するチーム医療の観点から、同一の医療機関から、医師、病棟においてがん患

者のケアに当たる看護師、リハビリテーションを担当する理学療法士等がそれぞれ１名以上参加して

行われるものである」とされているが、ある回の研修に参加した職員のうち一部が退職した場合、当

該職員と同じ日の研修に参加していた他の職員は、再度、研修を修了する必要があるか。 

答 再度研修を修了する必要はない。施設基準の「適切な研修」の要件を満たす研修のうち、同一日に

行われたもの（Ａとする。）に参加した職員のうち一部が後日欠けても、Ａの研修に参加した残りの

職員は引き続き「適切な研修を修了した」ものとしてよい。このような取扱いにより、 

①残りの職員で引き続き施設基準を満たす場合 

②残りの職員と、Ａの研修とは日程や主催者等が異なる他の「適切な研修」を修了した職員とを併せ

て施設基準を満たす場合 

は、Ａの研修に参加した残りの職員は引き続き当該診療に従事できる。 

1426頁 付 【２】  Ｂ001 特定疾患治療管理料 

問２ てんかん患者に対し、「フェノバール錠」（一般名：フェノバルビタール、薬効分類：催眠鎮静剤、

抗不安剤）を投与している場合、抗てんかん剤を投与しているものとしてＢ001 特定疾患治療管理料

の２ 特定薬剤治療管理料の算定対象となるか。 

答 対象となる。薬効分類が催眠鎮静剤、抗不安剤であっても適応にてんかん症状の記載がある薬剤に

ついては抗てんかん剤として判断して差し支えない。 

問３ Ｂ001 特定疾患治療管理料の２ 特定薬剤治療管理料の対象として「躁うつ病の患者であってリ

チウム製剤を投与しているもの」とあるが、躁病の患者であってリチウム製剤を投与しているものは

対象とならないのか。 

答 躁病はリチウム製剤の適応であり、特定薬剤治療管理料の対象となる。 
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1260頁 特掲診療料 【92-34】 Ｋ603 補助人工心臓 

_関 係 通 知 

特定保険医療材料の材料価格算定に関する留意事項について 

（平成26年３月５日 保医発0305第５号） 

Ⅰ・３・(64) 補助人工心臓セット 

ア 体外型 

ａ 成人用 〔略〕 

ｂ 小児用 ○新  

ⅰ 血液ポンプ、動脈送血用カニューレ及びドラ

イビングチューブはいずれも、左心補助、右心

補助についてそれぞれ１個を限度として算定す

る。心尖部脱血用カニューレは左心補助につい

て１個を限度として算定する。心房脱血用カニ

ューレは右心補助について１個を限度として算

定する。アクセサリーセットは、血液ポンプを

算定する際に１個を限度として算定する。 

ⅱ 当該材料を、前回算定日を起算日として３ヶ

月以内に算定する場合には、その詳細な理由を

診療報酬明細書の摘要欄に記載する。 

ⅲ 当該材料は、当該材料を用いた手技に関する

所定の研修を修了した医師が使用した場合に限

り算定する。 

ⅳ 当該材料は以下のいずれにも該当する場合に

算定することができる。なお、届出は別添届出

様式により提出すること。 

① 心臓血管手術の症例が年間100例以上であり、

そのうち18歳未満の症例に対する心臓手術が

年間50例以上であること。 

② 11歳未満の症例に対する機械的循環補助を

過去５年間で３例以上経験していること。な

お、機械的循環補助とは、補助人工心臓、左

心バイパス又は左心系脱血を伴う膜型人工肺

の装着を指す。 

③ 常勤の心臓血管外科の医師が３名以上配置

されており、このうち２名以上は心臓血管外

科の経験を５年以上有しており、１名は少な

くとも１例以上の補助人工心臓の経験を有し

ていること。 

④ ５年以上の経験を有する小児循環器科の医

師が１名以上配置されていること。 

⑤ 当該療養を行うに当たり関係学会から認定

された施設であること。 

ⅴ ⅳに係る届出に当たっては、関係学会より認

定された施設であることを証する文書の写しを

添付すること。 

ⅵ 小児用補助人工心臓セットを用いて小児用補

助人工心臓装着術を行った場合は、区分番号

「Ｋ603」補助人工心臓（１日につき）の点数に

準じて算定する。 

 

疑義解釈資料 

その15（平成27年９月３日・事務連絡） 

問３ 「「特定保険医療材料の材料価格算定に関する留意事項について」等の一部改正について」（平成27

年７月31日付け保医発0731第２号）に「心房脱血用カニューレは右心補助について１個を限度として

算定する。」と記載があるが、左心補助に際して、左房脱血を目的として心房脱血用カニューレを使用

する場合も想定しうる。添付文書上も制限がなく取扱説明書にも左房脱血についての記載があるが、

この場合、心房脱血用カニューレは算定できないのか。 

答 左心補助に際し、左室脱血の代替手段として左房脱血を行う場合は、右心補助に準じて心房脱血用

カニューレを算定しても差し支えない。ただし、この場合、心尖部脱血用カニューレを同時に算定す

ることはできないことに留意されたい。 

問４ 「「特定保険医療材料の材料価格算定に関する留意事項について」等の一部改正について」（平成27

年７月31日付け保医発0731第２号）に「当該材料を、前回算定日を起算日として３ヶ月以内に算定す

る場合には、その詳細な理由を診療報酬明細書の摘要欄に記載する。」と記載があるが、これは前回算

定日から３ヶ月以内は算定ができないということか。 

答  前回算定日を起算日として３ヶ月以内に算定する場合には、その詳細な理由を診療報酬明細書の摘

要欄に記載することとしており、その理由が医学的に妥当であれば算定できる。 
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別添届出様式 

小児補助人工心臓の施設基準に係る届出書添付書類 

１ 心臓血管手術の実施症例数  

【  年  月～  年  月】                         例 

２ 18 歳未満の症例に対する心臓手術の実施症例数  

【  年  月～  年  月】                         例 

３ 過去５年間における 11 歳未満の症例に対する機械的循環補助経験症例数 

【  年  月～  年  月】                         例                 

４ 心臓血管外科の医師の氏名等 

常勤医師の氏名 心臓血管外科の経験年数 補助人工心臓の経験症例数 

 年 例 

 年 例 

 年 例 

 年 例 

 年 例 

５ 小児循環器科の医師の氏名等 

医師の氏名 小児循環器科の経験年数  

 年  

 年  

 年  

 年  

 年  

[記載上の注意] 

１．「１」は実績期間内に 100 例以上が必要であること。また、当該手術症例一覧（実施年月日、

手術名、患者の性別、年齢、主病名）を「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続

きの取扱いについて」（平成 26年３月５日保医発 0305 第２号）別添２の様式 52により添付す

ること。 

２．「２」は実績期間内に 50例以上が必要であること。 

３．「３」は実績期間内に３例以上が必要であること。なお、機械的循環補助とは、補助人工心

臓、左心バイパス又は左心系脱血を伴う膜型人工肺の装着を指す。また、当該手術症例一覧（実

施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主病名）を「特掲診療料の施設基準等及びその届出に

関する手続きの取扱いについて」（平成 26 年３月５日保医発 0305 第２号）別添２の様式 52 に

より添付すること。 

４．「４」及び「５」の医師の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、「特掲診療料の施設基準

等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」（平成 26年３月５日保医発 0305 第２号）

別添２の様式４を添付すること。なお、次のいずれに該当する医師であるかについて備考欄に

記載すること。 

・心臓血管外科の常勤医師 
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New
新


まる



・心臓血管外科の常勤医師のうち、心臓血管外科の経験を５年以上有している医師 

・心臓血管外科の常勤医師のうち、１例以上の補助人工心臓の経験を有している医師 

・小児循環器科の医師 

・小児循環器科の医師のうち、小児循環器科の経験を５年以上有している医師 

また、当該医師の経歴（当該病院での勤務時間及び当該診療科での経験年数並びに心臓血管

外科の常勤医師については機械的循環補助所定の経験の有無が分かるもの）を添付すること。 

５．当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。 

６．届出にあたっては、関係学会より認定された施設であることを証する文書の写しを添付する 

こと。 
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施設基準等の事務手引（平成 26 年 4 月版）  追補 ⑽  

 

 
_関係事務連絡 

新たに設定された小児補助人工心臓の施設基準に係る届出の取扱いについて 

（平成27年７月31日 厚生労働省保険局医療課事務連絡） 

小児補助人工心臓については、「「特定保険医療

材料の材料価格算定に関する留意事項について」

等の一部改正について」（平成27年７月31日保医発

0731第２号）別添１において新たに施設基準を設

けたところです。 

今般、新たに施設基準の届出を行った場合等の

取扱いについては、下記のとおりとするので、保

険医療機関及び審査支払機関等に周知徹底を図る

とともに、その取扱いに遺漏のないようご協力を

お願いいたします。 

記 

１ 小児補助人工心臓の施設基準の届出について

は、「特定保険医療材料の材料価格算定に関する

留意事項について」（平成26年３月５日保医発

0305第５号）Ⅰの３の(64)アｂによること。 

２ 小児補助人工心臓の施設基準の届出について

は、「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関

する手続きの取扱いについて」（平成26年３月５

日保医発0305第２号）第２の７の規定にかかわ

らず、平成27年８月14日までに届出書の提出が

あり、同月末日までに要件審査を終え届出の受

理が行われたものについては、同月１日に遡っ

て算定することができるものとすること。 

３ 今回新たに施設基準を設けた小児補助人工心

臓の届出の受理番号については、「（小補心）第 

＿号」とするので、届出書の提出者に対して副

本に受理番号を付して通知するとともに、審査

支払機関に対して受理番号を付して通知するこ

と。 

なお、当該受理番号については、各地方厚生

（支）局における取扱いの実情を踏まえ、当分の

間、各地方厚生（支）局ごと又は各事務所ごと

に書面等にて管理することも差し支えない。 
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施設基準等の事務手引（平成 26 年 4 月版）  追補 ⑽  

 

参 考 

妥結率の報告について （平成27年８月28日 厚生労働省保険局医療課事務連絡） 

平成26年度診療報酬改定において、医薬品価格調

査の信頼性を確保する観点から、保険医療機関（許

可病床数が200床以上である病院に限る。）及び保険

薬局において、妥結率の実績を毎年10月に各地方厚

生（支）局へ報告することとしたところです。【49頁 
◇〔注４〕妥結率が低い保険医療機関の初診料について 
_・1409頁⑺～⑼参照】 

当該報告の結果、報告年度の４月１日から９月30

日までの妥結率の実績が50％以下の場合は、当年11

月１日から翌年10月31日までの間、初診料、再診料、

外来診療料又は調剤基本料について、それぞれ診療

報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）

別表第一の区分「Ａ000 初診料」の注４、「Ａ001 再

診料」の注２、「Ａ002 外来診療料」の注４又は別表

第三の区分「00 調剤基本料」の注６の所定点数を算

定することとしたところです。 

このため、各地方厚生（支）局におかれては、妥

結率の実績を平成27年10月31日までに報告するよう、

管内の許可病床数が200床以上である病院及び保険薬

局に対して、改めて周知願います。 

また、妥結率の報告に関しての疑義を別紙のとお

り取りまとめたので、参考までに送付いたします。 

なお、「妥結率の報告について」（平成26年10月３

日付け保険局医療課事務連絡）については廃止しま

す。【追補⑸（平成26年10月） ９頁は削除】 

【別紙】 

質問１ 10月１日以降に新規指定となった保険医療機関等は、翌年10月31日まで妥結率の低い保険医療機関等

としてみなされないこととなっているが、４月１日から９月30日までの新規指定については、どのように

取り扱えば良いか。 

回答 ４月１日に新規指定となった場合は、４月１日から９月30日の実績を10月に報告することになり、４月

２日から９月30日に新規指定となった場合は、当該年度の報告は不要であり、翌年10月31日まで妥結率が

低いとはみなされない。なお、来年度以降は報告が必要となることに留意すること。 

質問２ ４月から９月の妥結率を報告するにあたり、保険医療機関等が個人から法人に組織変更した場合や、

保険医療機関が増床し、200床以上の保険医療機関になった場合の取扱いはどのようになるのか。 

回答 組織変更や増床以前の妥結率と以降の妥結率（４月から９月分）をまとめて報告する。 

なお、10月以降に増床した場合には、来年度以降の報告となる。 

質問３ 報告書への添付資料として、保険医療機関等と卸売販売業者で取引価格の決定に係る契約書の写し等、

妥結率の根拠となる資料の提出が必要となるが、妥結率の根拠となる資料として、契約書の写しのみ添付

すれば良いのか。 

回答 添付資料としては、契約書の写しのみで差し支えない。ただし、妥結率の根拠となる詳細な資料として、

保険医療機関等と卸売販売業者が取引した医薬品の薬価総額とその内訳、そのうち妥結した品目と合計が

分かる資料については、地方厚生（支）局等からの求めに応じて保険医療機関等は速やかに提出できるよ

うにしておくこと。（詳細な資料は保険医療機関等で保管しなくても、求めに応じて取引先の卸売販売業

者等から当該資料を速やかに入手して提出することでも差し支えない。） 

質問４ 報告書への添付資料について、契約書の取交わしがない場合どのようにすればよいか。 

回答 例えば取引のある卸売販売業者ごとに、卸売販売業者と保険医療機関等の両者が押印により、妥結率の

報告対象となる期間において価格が変更されることがない旨証明する書類をもって、契約書の写しに替え

ることができるものとする。 

質問５ 複数の保険医療機関等を開設している法人等において、卸売販売業者と当該本部又は本社が直接契約

している場合、契約書の写し等妥結率の根拠となる資料の添付及び報告書に係る金額・妥結率の記載はど

のようになるのか。 

回答 妥結率の報告は保険医療機関等ごとに行うものであり、妥結率は実際に保険医療機関等と卸売販売業者

が取引（本部又は本社から調達したものを含む）した医薬品の価格、妥結状況から算出する。 

また、本部又は本社と卸売販売業者間での契約に係る資料も、保険医療機関等ごとの妥結率の状況が分

かる資料であれば、妥結率の根拠となる資料として差し支えない。 

質問６ 公益的な側面から地域の備蓄拠点として機能している地区薬剤師会立の会営薬局との少量の取引にお

いても、妥結率の根拠となる資料が必要となるか。 

回答 当該薬局と妥結率を報告する保険薬局間の取引に限り、薬価総額とそのうち妥結した総額を証明する書

類（この場合は、妥結率を報告する保険薬局の押印のみで良いものとする）を添付することで差し支えな

い。ただし、当該薬局と妥結率を報告する保険薬局が取引した医薬品の薬価総額の内訳、そのうち妥結し

た品目と合計が分かる資料については、地方厚生（支）局等からの求めに応じて妥結率を報告する保険薬

局は速やかに提出できるようにしておくこと。（詳細な資料は妥結率を報告する保険薬局で保管しなくて

も、求めに応じて取引先の会営薬局から当該資料を速やかに入手して提出することでも差し支えない。） 

※ 保険医療機関等とは、保険医療機関（許可病床数が200床以上である病院に限る）及び保険薬局を指す。 
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